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作業環境において化学物質による職業性疾病を防止するためには作業者の化学物質

のばく露量を管理する必要がある。ばく露量を管理するためのばく露評価の手法としては

作業環境中の化学物質の空気中濃度を推定する方法とばく露濃度測定器を用いてばく

露濃度を直接測定する方法がある。本研究の目的は、ばく露評価を行うこれら２つの手法

について、揮発性化学物質を対象として数理モデルの構築とそのモデルの有効性を実験

により検証を行うことにある。 

本論文は、第１章が緒言、第２章がばく露濃度推定のための数理モデルの開発とその有

効性の検証、第３章がばく露濃度測定のためのパッシブサンプラーの開発とその有効性の

検証、第４章が総括で構成されている。 

第１章の緒言では、研究の目的、本研究の位置づけを明確にするために作業環境にお

けるばく露の定義やばく露評価手法についての概要を述べた。 

第２章では、ばく露評価を行う際に必要な空気中濃度を推定のための数理モデルを開発

と文献等で提案されている数理モデルの有効性の検証を行うために、発生過程をモデル

化した発生モデルとして液溜りモデル、分散過程をモデル化した分散モデルとしてボックス

モデルや２ゾーンモデルなどについて理論的および実験的な検討を行い、その有効性の確

認を行った。また、変数に分布を考慮した解析手法であるモンテカルロ法により空気

中濃度の推定を行い、変数に一定値を用いる従来法との違いを評価した。  

(1)  発生モデルによる発生（蒸発）速度の評価  

蒸発面積が一定の液溜り、蒸発面積が時間的に減少する液溜り、容器に入った液溜り

の３つの形態を対象として空気中濃度を推定する推算式の有効性の確認を行った。液面

の面積が時間とともに一定の液溜りモデルの蒸発量の測定の結果、蒸発速度は時

間と共に一定値を示し、蒸発速度を推定するための実験式を求めた。この蒸発速

度の実験式による推算値と文献で公表されている推算式による推算値と比較した

結果、ほぼ近似した値であった。蒸発面積が時間的に減少する液溜りモデルの蒸発

量の測定の結果、蒸発速度は時間とともに減尐傾向を示すが、その減尐割合を規

定する蒸発速度定数は物質により一定値を示したためその実験式を求めた。この

蒸発速度定数の実験式による推算値と実測値と比較した結果、近似した値であっ

た。蒸発面積が小さくて深さが開口部に対して深い容器からの蒸発を想定した液

溜りモデルの蒸発速度についてその理論的な解析から推算式の導出を行うととも

に、実験結果からその有効性の確認を行った。この経時変化について気流の影響

を考慮しない条件で独自に理論的に導出した蒸発速度の推算式を用いて推算した

理論値と実測値を比較した結果、気流の影響がない場合については、理論値と実

測値は一致し、理論的な解析により導出した推算式の妥当性が確認された。  

(2)  数理モデルと測定結果を用いた発生速度の推定  

空気中濃度をばく露濃度として推定するためには作業場の容積、換気量、発生

量（発生速度）の推定が必要となる。本研究は、空気中濃度を測定結果から発生

量を推定する推算式を導出するとともに、この推算式の有効性を確認するために



 

2 

 

チャンバーをモデル作業場として実験的な検討を行った。その結果、導出した推

算式の有効性が確認された。さらに、全体換気に加えて局所排気のある場合につ

いて発生源からの局所排気による吸引効果を考慮した発生率の推算式を導出し、

実測値との比較からその有効性が確認された。この発生率の値は局所排気の性能

の評価に有効となる。  

(3)  分散モデルの有効性の評価  

分散過程をモデル化した分散モデルとしてボックスモデルがあるが、このモデル

は発生源から発生した物質の分散過程において空気の流れを無視して、瞬間的に

ボックス内に分散し、均一になるという仮定のもとに空気中濃度の推算式が導出

されている。数値流体力学を用いた手法は発生した物質や空気の流れを解析する

ために空間を多数の要素に分割して要素間でのマテリアルバランスによる方程式

を数値解析法により解く手法であるが、この手法を用いた解析を行うことのでき

る流体解析用ソフトを用いてボックスモデルの推算式による推算値の妥当性とと

もに、実測値と解析値との比較により解析結果の有効性の検証も行った。流体解

析用ソフトによる解析値と数理モデルによる推定値、実測値との比較を行った結

果、それらの値は比較的よく一致した。また、発生源近くでの空気中濃度の推定

を行う場合には、ボックスモデルではなく２ボックスモデルを使用したほうが現

実とよく合った推定を行うことができることが明らかとなった。  

これらの結果から、数理モデルのボックスモデルについては発散した物質が短時

間によく混合されるという仮定が設定されているが、定常状態の空気中濃度につ

いては流体解析用ソフトによる解析結果と数理モデルによる推定結果にかなり良

い一致が見られたため、空気中濃度の推定に用いる分散過程をモデル化した分散

モデルを用いた手法が有効であることが確認された。  

(4)  モンテカルロ法を用いた空気中濃度の推定  

空気中濃度の推算には、通常、発生量や換気量などの変数を一定値として推算を

行う。モンテカルロ法は、これらの変数に一定値ではなくゆらぎ等を考慮してあ

る分布を仮定して解析を行うことができる。このモンテカルロ法を用いて空気中

濃度などについて解析を行い、その解析結果と変数に一定値とした通常の計算結

果との比較からモンテカルロ法の有効性の確認を行った。  

空気中濃度のモンテカルロ法による解析には、発生量には正規分布を、換気量

には一様分布等を用いた解析の結果、空気中濃度は換気量のばらつきが大きいほ

ど対数正規型の分布となる傾向が見られた。また、通常の計算結果の最大値はモ

ンテカルロ法による解析結果から評価するとその出現確率が非常に小さいことが

明らかとなり、出現確率を考慮した現実的な値としては 95 パーセンタイル値が

適当であることが確認された。  

第 ３章では、開発した液体を捕集材としたパッシブサンプラー（LiPS(Liquid Passive 

Sampler)と呼ぶ）は捕集材に精製水を用いるため、アルコール系有機溶剤など活性
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炭に捕集されにくい物質の捕集が可能となる。この LiPS の定常状態における捕集量

とばく露量（ばく露濃度とばく露時間の積）の関係式が一般に用いられている固体

を捕集材に用いたパッシブサンプラーと同様な関係式が成立するかについて実験的、理論

的解析を行った。また、LiPS の空気中濃度変動への応答性能を確認するために非

定常状態についても実験的、理論的解析を行った。  

(1)LiPS の定常状態おける捕集量とばく露量の関係について  

固体（活性炭）捕集材を用いたパッシブサンプラーで成立する捕集量とばく露

量との関係式が開発した LiPS でも成立するかについて確認を行った結果、固体捕

集材を用いたパッシブサンプラーで成立した捕集量とばく露量との関係式に一定

の補正項を加えることにより成立することが確認された。この補正項が必要な理

由については実験結果から、固体捕集材（活性炭）への吸着速度に比較して液体

捕集材（精製水）への吸収速度の方が小さいために捕集材表面濃度がゼロとなら

ないことが原因ではないかと推定された。これらの推定をもとに、理論的な解析

から LiPS の捕集量とばく露量との関係式の導出を行い、この式による推算値と実

験値を比較した結果、ほぼ一致していることが確認できた。 

(2)LiPS の非定常状態における応答性能について 

パッシブサンプラーは、ポンプを用いずに拡散現象を利用してサンプリングを

行うためサンプリング速度が小さく、ポンプを用いたサンプリングに比べて応答

時間が長くなる傾向にある。この応答時間は、パッシブサンプラーの非定常状態

に起因するものであるため、LiPS の非定常状態について実験的および理論的な検

討を行った。拡散管長の異なる LiPS（拡散管長が長いほど応答時間が長い）をチ

ャンバー内でパルス状パターンの濃度変動のばく露を受けるようにして非定常状

態（応答時間）の影響について検討を行った。その結果、拡散管長が 3.15 ㎝以下

の LiPS は、パルス幅が５秒以上の濃度変動については応答時間による影響は問題

とはならないと結論された。  

第四章の総括では、本研究で対象としたばく露評価のための２つの手法について実験

的な検討と理論的な解析からその有効性が確認された。これらの研究成果から得られた数

理モデルを用いた空気中濃度の推算式やばく露濃度測定器（LiPS）によるばく露濃度の

計算式は、化学物質のリスクアセスメントにおけるばく露評価を行う際の有効な手段となる。

しかしながら、本研究は、化学物質のうち、特にガス状物質を対象としたものであるが、さら

に対象を粒子状物質に拡大するには粒度分布などあらたなファクターについても考慮しな

ければならないが、この研究手法が大いに役立つものと考える。  
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